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令和７年度地方税制改正（税負担軽減措置等）見直し事項 
（ 廃 止 ・ 縮 減  ） 

No １ 府 省 庁 名 経済産業省              

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（       ） 

見直し 

項目名 
DX（デジタルトランスフォーメーション）投資促進税制の廃止 

 

見直し 

内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
産業競争力強化法に基づき主務大臣の認定を受けた、部門・拠点ごとではない全社レベルの DXに向けた計画
に沿って、DXの実現に必要なクラウド技術を活用したデジタル関連設備投資に対して税額控除又は特別償却
とする特例措置について、廃止する。 
 

 

関係条文 

地方税法第 23条第 1項第3号、同法第 72条の 23第1項、同法第 292条第 1項第 3号 

租税特別措置法第 42条の12の７ 

 

増収 

見込額 

［平年度］  精査中  （ 精査中 ） 

［改正増減収額］  －                            （単位：百万円） 

 

廃止 

又は 

縮減の 

理由 

DX 投資促進税制は、先進的な DX 事例の普及に一定の役割を果たした。企業・経営者の意識改革やデジタル
人材育成を通じて更なる DX推進を進めることから、本税制は適用期限をもって廃止とする。 
 


